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第２節 計画の性格 

本計画は、茨城県における医療法第 30 条の 4 第１項の規定に基づく医療計画として位置付け

られるものです。 

また、本計画は、少子化や超高齢社会に対応した長期的、包括的な保健医療体制の整備を推進

するための基本指針となるものであり、県の保健医療行政の基本となる計画であり、医療法に規

定する医療提供体制の確保に関する分野に限らず幅広い分野を含みます。 

さらに、本計画は、県の施策にとどまらず、市町村や保健医療関係団体等の合意に基づき、こ

れらの関係者の推進すべき施策の方向を示すとともに、県民の自主的、積極的な参加を期待する

ものです。 

なお、令和５（2023）年３月 31 日付けの国事務連絡「医療計画と各計画との一体的策定につ

いて」において、本計画と政策的に関連の深い他の計画とを一体的に策定することが可能である

ことが明示された趣旨を踏まえ、茨城県循環器病対策推進計画、茨城県依存症対策推進計画、茨

城県自殺対策計画及び茨城県肝炎対策指針について、本計画と一体的に策定するとともに、その

他の関連する計画等とも整合性のとれた計画として策定します。 

 

第３節 計画の期間 

本計画の期間は、令和６（2024）年度から令和 11（2029）年度までの 6 か年計画とします。 

また、在宅医療、医師の確保及び外来医療に関する事項については、3 年ごとに調査、分析及

び評価を行い、必要がある場合、計画を変更するものとします。 

なお、社会状況の変化や保健医療を取り巻く環境の変化に応じて、必要があると認めるときは、

計画の見直しを行うこととします。 
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５ 精神疾患 

精神疾患は、近年その患者数が急増しており、令和２(2020)年には全国で 614 万人を超

える水準となっています (注 1)。国の調査結果では、国民の４人に１人（25％）が生涯でう

つ病等の気分障害、不安障害及び物質関連障害のいずれかを経験していることが明らかと

なっており、誰もが罹患する可能性のある病気です (注 2)。 

本県における精神疾患の入院患者数は 5,514 人（令和４（2022）年６月末現在)で、通

院患者数は 49,485 人(令和５（2023）年３月末現在)となっており、入院患者数は減少傾

向ですが、通院患者数は年々増加しています。 

通院患者数の疾病別の内訳ではうつ病等の気分障害が 18,398 人(37.2%)で最も多く、次

いで統合失調症が 13,853 人(28.0%)、となっています。特に、うつ病等の気分障害は急増

しており、高齢化に伴い認知症も増加しています。 

また、全国の自殺者数は平成 10（1998）年以降３万人前後で推移していましたが、平

成 22（2010）年以降は減少を続け、令和元（2019）年は 19,425 人となりました。しかし、

令和２（2020）年は新型コロナウイルス感染症拡大の影響等で、11 年ぶりに増加に転じ

ました。日本の自殺死亡率は主要国の中で高い水準にあり、依然として厳しい状況にあ

ります。 

本県における自殺死亡率（人口 10 万人対）は、年々減少傾向にありましたが、全国と

同様に令和２（2020）年に増加に転じ、令和４（2022）年は 18.1 となっており、全国平

均の 17.4 よりも高い水準で推移しています（注３）。  
 

 

 

 

 

（注１）厚生労働省「患者調査」（令和２（2020）年） 

（注２）厚生労働科学研究「こころの健康についての疫学調査に関する研究」（研究代表 川上憲人）（平成 18（2006）年度） 

（注３）厚生労働省「人口動態統計」（令和 4（2022）年） 
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② 災害時における精神科医療に精通した医療従事者の育成を推進します。 

③ 災害時においても円滑に精神保健医療活動を行えるよう、訓練・研修を通じて

県精神科病院協会、日本赤十字社こころのケアチーム、ＤＭＡＴ、ＤＨＥＡＴ、

ＪＭＡＴ、ＪＲＡＴ等との連携促進を図ります。  
 

ソ 自殺対策 

【現状】 

全国の自殺者数は、平成 18（2006）年に「自殺対策基本法」が制定され、国を挙

げて自殺対策を総合的に推進した結果、３万人台から１万９千人台に減少しました。

しかし、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等で、令和２（2020）年の全国におけ

る自殺者数は 11 年ぶりに増加に転じました。このため、国では令和４（2022）年 10

月に、社会の変化により顕在化してきた課題への対応を盛り込んだ大綱を５年ぶりに

見直したところです。 

本県では、平成 31（2019）年３月に「茨城県自殺対策計画」を策定し、総合的に

自殺対策に取り組んできたことにより、本県の自殺者数は、ピーク時の平成 19（2007）

年の 770 人と比べると、令和元（2019）年には 470 人と約 39％減少しましたが、全

国と同様に令和２（2020）年に増加に転じ、令和４（2022）年の自殺者数は 502 人で

全国ワースト 11 位、自殺死亡率（人口 10 万人対）は 18.1 で全国ワースト 19 位と全

国平均を上回っています。（令和４（2022）年厚生労働省「人口動態統計」）  

 

【課題】 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であると言われており、その背景には、精

神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの

様々な社会的要因があるため、個々人が自殺に追い込まれないよう、保健、医療、福

祉、教育、労働、その他の関連施策との包括的な連携を図ることによって、「生きる

ことへの包括的な支援」として総合的に実施する必要があります。  

地域全体が、「普及啓発」、「相談体制の強化」、「人材の養成」を施策の柱とし、自

殺防止対策を総合的に推進する一方、地域の自殺の実態に応じた実践的な取り組みや、

若年層や自殺未遂者等に対する重点的な対策が求められています。  

 

【対策】 

(ｱ) 求められる医療機能 

自殺未遂者が救急医療を受診後、地域で必要な精神科医療を継続して受けられる

よう、救急医療機関と精神科医療機関との連携強化を図ること。  

かかりつけ医等において、うつ病等の精神障害に係る診療知識・技術の向上を図

るとともに、精神科医との連携強化を図ること。必要に応じて、各種相談窓口等へ

の相談を勧奨又は紹介すること。  
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(ｲ) 推進方策 

ａ 自殺対策の普及啓発 

ホームページや広報紙・リーフレット等の様々な手段により、自殺予防やその対

策について普及啓発を図るとともに、各種問題に応じた相談窓口の周知に努めます。 

ｂ 相談体制の充実強化 

県民ができるだけ早期に気軽に相談ができるよう、精神保健福祉センターによる

面接相談・電話相談（いばらきこころのホットライン）や各保健所による「こころ

の健康相談」を実施します。  

県は、これまでの面談や電話による相談に加え、若者にコミュニケーション手段

として広く普及している SNS 等を活用した相談窓口を整備し、相談体制の充実・強

化を図ります。 

精神的危機に直面している人の相談に応じる「いのちの電話」について広く県民

に周知を図るとともに、社会福祉法人茨城いのちの電話が行う電話相談活動を支援

します。  

ｃ 人材の養成 

県民一人一人が、身近な方の自殺企図の危険性に気付き、声掛けや見守りなどの

必要な対応を適切に行うことができるよう「ゲートキーパー」（注１）の役割を担う

人材を養成するとともに、ゲートキーパーを育成するための指導的立場の人材を養

成します。  

県は、自殺企図のハイリスク者は、うつ状態や精神疾患の自覚がないまま、頭痛・

食欲不振等の症状により一般科を受診する場合があることから、かかりつけ医等に

対し精神疾患に関する研修会を実施し、うつ病等の精神障害に係る診療知識・技術

の向上を図るとともに、精神科医との連携強化を図ります。  

ｄ 自殺対策の推進体制 

精神保健福祉センターに設置した「地域自殺対策推進センター」を中心に、市町

村や関係団体等の自殺対策の取組を支援・推進します。  

市町村、支援機関、医療機関や自殺対策関係団体等の連携・協力体制を確保し、

自殺企図のハイリスク者に対する包括的な支援体制の構築・強化や、総合的な自殺

対策を推進します。  

 

  タ ひきこもり対策 

【現状】 

ひきこもりとは、様々な要因の結果として社会的参加（義務教育を含む就学、非常

勤職を含む就労、家庭外での交遊など）を回避し、原則的には６ヵ月以上にわたって

概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での外出をしていてもよ 

い）と定義され、ひきこもりの者は県内に約 33,000 人いると推計されます。 

ひきこもりとなった原因は、不登校、受験や就職活動の失敗、人間関係、病気など 

 

 （注１）ゲートキーパーとは、悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聴いて、必要な支援につなげ、見守る人 
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目標  

番号  目標項目 現状 
目標値 

（R11(2029)年度） 

1 入院後３か月時点の退院率 
62.6% 

（R2（2020）） 

68.9％ 

（R8（2026）） 

2 入院後６か月時点の退院率 
78.0% 

（R2（2020）） 

84.5％ 

（R8（2026）） 

3 入院後１年時点の退院率 
86.3% 

（R2（2020）） 

91.0％ 

（R8（2026）） 

4 慢性期入院患者数（1 年以上） 
3,678 人 

（R4（2022）） 

2,967 人 

（R8（2026）） 

5 退院後１年以内の地域平均生活日数 
327.1日 

（R2（2020）） 

330.2 日 

（R8（2026）） 

6 
精神科一般救急(入院)対応時間 

（輪番制当番病院） 

・(月)(火)夜間 

 17:00～21:00 

・(水)(木) 

 第1,2(金)夜間 

 17:00～翌8:30 

・休日昼間 

 8:30～17:00 

・休日夜間 

 17:00～21:00 

24時間365日入院可能

な体制整備を目指す 

7 自殺死亡率(人口10万あたり) 
18.1 

（R4（2022）） 

10.4 

（R7（2025）） 

8 
かかりつけ医等対応力向上研修 受講者数 

（うつ病） 

349 人 

（H30（2018）～R4(2022)) 

574 人 

(R6(2024)～R11(2029)) 

9 認知症疾患医療センターの整備 13箇所 13 箇所 

10 認知症サポート医養成人数（累計） 
196人 

（R4（2022）） 

280人 

（R6(2024)～R8(2026)） 

11 
かかりつけ医認知症対応力向上研修受講者数 

（累計） 

979 人 

（R4（2022）） 

1,240 人 

（H18(2006)～R8(2026)） 

12 
歯科医師認知症対応力向上研修受講者数 

（累計） 

615 人 

（R4（2022）） 

1,050 人 

（H29(2017)～R8(2016)） 

13 
薬剤師認知症対応力向上研修受講者数 

（累計） 

1,221 人 

（R4（2022）） 

2,020 人 

（H29(2017)～R8(2016)） 

14 
看護職員認知症対応力向上研修受講者数 

（累計） 

1,004 人 

（R4（2022）） 

1,700 人 

（H28(2016)～R8(2026)） 

15 
一般病院勤務の医療従事者認知症対応力向上

研修受講者数（累計） 

4,134 人 

（R4（2022）） 

6,200 人 

（H27(2015)～R8(2016)） 
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目標 

番号 目標項目 現状 
目標値 

（R11(2029)年度） 

16 
病院勤務以外の看護師等認知症対応力向上研

修受講者数（累計） 

98 人 

（R4（2022）） 

460 人 

（R4(2022)～R8(2026)） 

17 
発達障害について専門相談窓口を設置してい

る市町村数 

16 箇所 

（R4（2022）） 
32 箇所 

18 
高次脳機能障害の知識と支援についての研修

受講者数 

2,692 人 

(H30(2018)～R5(2023)) 
3,000 人 

19 高次脳機能障害支援機関数 ４箇所 ６箇所 

20 医療観察法指定通院医療機関数 21 施設 25 施設 

 

122



第８次保健医療計画に関連する主な計画（関連図）

保健医療
計画に
包含され
る計画

第８次茨城県保健医療計画（2024～2029）※2026年度に中間見直し
●医療圏の設定 ●基準病床数 ●5疾病6事業及び在宅医療に関する事項

■地域医療構想（2016～2025）：2025年における病床機能別の必要病床数を定め、医療提供体制を確保
■医師確保計画（2024～2026）：医療提供体制の維持・強化に資する医師確保対策を推進し、医師偏在を解消
■外来医療計画（2024～2026）：外来医療機能の偏在是正及び外来医療提供体制の充実
■自殺対策計画（2024～2029）：関係機関との有機的な連携により、自殺対策を総合的に推進
■依存症対策推進計画（2024～2029）：アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症対策を推進
■循環器病対策推進計画（2024～2029）：健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病等の循環器病対策を推進

【健康・医療分野】
■第４次健康いばらき21プラン（2024～2035）
・健康増進法に基づく健康増進計画
・県条例に基づく歯科保健計画
・食育基本法に基づく食育推進計画
■茨城県総合がん対策推進計画－第五次計画－
（2024～2029）
・がん対策基本法に基づくがん対策推進計画
■茨城県感染症予防計画（2024～2029）
・感染症の予防及び確保感染症の患者に対する
医療に関する法律に基づく感染症の予防のた
めの施策の実施に関する計画

■茨城県病院事業中期計画（2024～2029）
・県立病院が行う具体的取組を計画的に推進
するための指針

【医療保険】
■茨城県国民健康保険運営方針
（2024～2029）
・国民健康保険法に基づく、県が
市町村とともに行う国民健康保
険の運営方針

■第４期茨城県医療費適正化計画
（2024～2029）
・高齢者の医療の確保に関する法
律に基づく医療費適正化計画

【福祉・介護分野】
■第９期いばらき高齢者プラン21
（2024～2026）
・老人福祉法に基づく老人福祉計画
・介護保険法に基づく介護保険事業支援
計画

■第３期新いばらき障害者プラン
（2024～2029）
・障害者基本法に基づく障害者計画
・障害者総合支援法に基づく障害福祉計画
・児童福祉法に基づく障害児福祉計画

整合 整合 整合

整合整合
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５　精神疾患

①入院医療及び外来医療を提供する精神科病院

ア
ル
コ
ー

ル

薬
物

ギ

ャ
ン
ブ
ル

1 笠間市 県立こころの医療センター ☆ ☆ ○ ☆ ☆◎ ☆◎ ☆◎ ☆ ☆ 〇 ☆ ☆ ◎ ☆ ☆

2 水戸市 汐ヶ崎病院 ○ ○ ◎ ○ ○

3 茨城町 石崎病院 ○ ○ ◎ ○ 〇 ○ ○

4 小美玉市 つくば病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○

5 日立市 永井ひたちの森病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 日立市 回春荘病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 日立市 大原神経科病院 ○ ○ ○ ○ 〇 〇 〇 ○ 〇 ○

8 日立市 日立梅ヶ丘病院 ○ ○ ◎ ○ 〇 ○ ○

9 高萩市 高萩それいゆ病院 ○ ○ ○ ○ 〇 〇

10 北茨城市 廣橋病院 ○ ○ ○ ○ ○

11 那珂市 栗田病院 ○ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 〇

12 大子町 袋田病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○

鹿行 13 鹿嶋市 鹿島病院 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ 〇 ○ ○

14 土浦市 土浦厚生病院 ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ 〇

15 土浦市 筑波東病院 ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○

16 石岡市 豊後荘病院 ○ ○ ◎ ◎ 〇 ○ ○

17 石岡市 丸山荘病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 石岡市 桜井病院 ○ ○ ○ ○ ○

19 龍ケ崎市 池田病院 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

20 取手市 常総病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21 稲敷市 宮本病院 ○ ○ ◎ ○ ○ 〇 ○ ○ ○

22 稲敷市 みやざきホスピタル ○ ○ ○ ○ ○

23 稲敷市 江戸崎病院 ○ ○ ○ ○ 〇

24 阿見町 朝田病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 つくば市 筑波大学附属病院 ○ ○ ☆ ○ ☆ ☆ ☆ ○ ○ ☆ ☆ ☆

26 つくば市 とよさと病院 ○ ○ ◎ 〇 ○ 〇 ○

27 常総市 水海道厚生病院 ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○

28 筑西市 三岳荘小松崎病院 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○

29 筑西市 下館病院 ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○

30 桜川市 上の原病院 ○ ○ ○ ○ 〇 ○

31 古河市 猿島厚生病院 ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○

32 古河市 小柳病院 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

33 坂東市 ホスピタル坂東 ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○

（１）多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けた医療機能の明確化

精
神
医
療
提
供
体
制

二
次
保
健
医
療
圏

No. 所在市町村 医療機関名

統
合
失
調
症

う
つ
病

周
産
期
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

児
童
思
春
期

認
知
症

依存症
災
害
精
神
医
療

（
※
2

）

Ｐ
Ｔ
Ｓ
Ｄ

摂
食
障
害

精
神
科
救
急

（
※
1

）

身
体
合
併
症
対
策

て
ん
か
ん

自
殺
対
策

※2　災害精神医療　〇：精神科病院協会に所属している医療機関（精神科病院協会と県とで災害派遣精神科医療チームの派遣協定を締結している）

☆：県連携拠点医療機関、　◎：地域連携拠点医療機関、　〇：地域精神科医療提供機能を担う医療機関

※1　精神科救急　　 〇：精神科一般救急医療相談事業において輪番制当番病院として対応している医療機関

　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、精神科救急医療提供体制は、丸山荘病院、豊後荘病院、桜井病院（石岡市）が県北に含まれる

県
　
　
央
　
・
　
県
　
　
北

県
 
 

南
 
 

東

県
 
 

南
 
 

西

つくば

水戸

土浦

取手・
竜ケ崎

古河・坂東

日立

筑西・下妻

常陸太田・
ひたちなか
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